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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（Ａ）～（Ｄ）成分を含み、かつ（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分の合計量
に対し、（Ａ）成分を６０～８４重量％、（Ｂ）成分を３～２３重量％、（Ｃ）成分を３
～２８重量％含み、（Ｄ）成分の含有量が（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分の合計
１００重量部に対して１～１５重量部である熱可塑性樹脂組成物。
（Ａ）成分：脂肪族ジカルボン酸単位を含み、１１０～１４０℃に融解ピーク温度を有す
る結晶性ポリエステル
（Ｂ）成分：ポリオレフィン及び非晶性ポリエステルの少なくとも一方
（Ｃ）成分：ビニル芳香族化合物に由来する重合体ブロックＰと、共役ジエンに由来する
重合体ブロックＱとを有するブロック共重合体、及び該ブロック共重合体を水素添加して
なるブロック共重合体からなる群のうちの少なくとも１つのブロック共重合体であり、ブ
ロックＱにおける１，２－結合単位及び３，４－結合単位の合計量が６０モル％以上であ
るスチレン系熱可塑性エラストマー
（Ｄ）成分：アミン変性されたスチレン系熱可塑性エラストマー
【請求項２】
　（Ａ）成分のガラス転移温度が－５０～－２０℃である、請求項１に記載の熱可塑性樹
脂組成物。
【請求項３】
　（Ａ）成分がアジピン酸単位及びテレフタル酸単位を含む、請求項１又は２に記載の熱
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可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
　（Ａ）成分が１，４－ブタンジオール単位を含む、請求項１乃至３のいずれか１項に記
載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項５】
　（Ｃ）成分のスチレン含有量が５～７０重量％である、請求項１乃至４のいずれか１項
に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項６】
　（Ｂ）成分として、密度が０．８５０～０．９８０ｇ／ｃｍ３のポリエチレンを含む、
請求項１乃至５のいずれか１項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか１項に記載の熱可塑性樹脂組成物からなるシール層を有する
蓋材。
【請求項８】
　前記シール層が押出ラミネート成形により形成されたものである、請求項７に記載の蓋
材。
【請求項９】
　請求項７又は８に記載の蓋材を有する易開封性容器。
【請求項１０】
　請求項７又は８に記載の蓋材とポリエチレンテレフタレート樹脂からなる容器とを有す
る易開封性容器。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヒートシール強度と易開封性のバランスに優れ、押出ラミネート成形性、剥
離外観等に優れたシール層を、良好な成形性で形成することができる熱可塑性樹脂組成物
に関する。本発明はまた、該熱可塑性樹脂組成物を用いて得られる蓋材及び易開封性容器
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、食品、飲料、薬品、化粧品又は医療器具等の包装手法として、ポリエステル系樹
脂又はポリカーボネート系樹脂等の樹脂でトレイ状又はカップ状に成形された容器本体に
被包装物を入れ、容器本体の開口部に蓋材を当接してヒートシールにより密封する方法が
広く採用されている。このような形態の包装物は、被包装物を取り出す際に蓋材を引き剥
がす必要があることから、容器から被包装物の漏洩等がないことに加えて、被包装物を取
り出す際には、容器本体から蓋材が容易に剥離できる程度のヒートシール強度を有してい
ること、即ち、易開封性であることが必要とされる。
【０００３】
　一般に、蓋材に用いられるシーラント（シール材）には、主として層間剥離型と凝集剥
離型の２種類がある。層間剥離型の蓋材は、シール層と保持層と基材とで構成されている
。このような蓋材において、シール層は被着体（容器の蓋材取付部）と同種の樹脂で形成
することで、被着体との熱融着で強固なシール状態を保つようにし、保持層はシール層と
異種の樹脂で形成して、シール層と保持層との層間で剥がれ易くすることで易開封性を持
たせるものである。
【０００４】
　しかし、層間剥離型のシーラントでは、開封時に容器側にシーラントの一部が残ってし
まったり、開封時膜残りが起きたりするため、このような問題のない点において凝集剥離
型のシーラントが有利である。凝集剥離型のシーラントは、シール層と保持層と基材で形
成される点においては層間剥離型と同様であるが、シール層は被着体と同種の樹脂及び保
持層と同種の樹脂の２種の樹脂のポリマーブレンドで形成されている。これによりヒート
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シール時に、シール層は、部分的に被着体と熱融着し、剥離時にはポリマーブレンドした
樹脂の界面でシール層自体を凝集破壊しながら剥離する。従って、シール層がシール性と
剥離性の両方の機能を担うことになるが、シール層と被着体の熱融着は部分的であるため
、一定以上のシール強度を得ることができないといった問題点がある。
【０００５】
　従来、凝集剥離型のシーラントとして、例えば、特許文献１には、シール層を、特定の
引張破断強度を有する熱可塑性樹脂で構成することにより、開封時の糸引きの問題を解消
したものが開示されている。また、特許文献２には、シール層を、ポリエステル系樹脂と
ウレタン系樹脂のラッカーで構成し、蓋部に一様な痕跡を残すようにしたものが開示され
ている。また、特許文献３には、シール層に、発泡粒子を含有させることにより、選択的
な凝集剥離を可能とし、また、剥離不良を防止したものが開示されている。更に、特許文
献４には、シール層にエチレン成分及び（メタ）アクリル酸メチル成分からなるエチレン
系共重合体と、ポリエステル樹脂とを含む樹脂組成物を用いたものが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－３３５８１８号公報
【特許文献２】特開２００８－７１４６号公報
【特許文献３】特開２０１３－７５７１８号公報
【特許文献４】特開２００６－１１７２４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記特許文献１～４に開示された技術においてもシール層としてのフィルム成形性を確
保した上で易開封性とヒートシール強度とを両立するという要求に対しては、未だ十分な
ものが提供されていないのが実状であり、更なる改良が望まれる。また、本発明者の検討
によれば、易開封性とヒートシール性が両立されたとしても、更に、押出ラミネート成形
性が悪くなる場合があるという問題があることがわかった。
【０００８】
　本発明は、ヒートシール強度が十分に高く、易開封性、押出ラミネート成形性、剥離外
観等に優れたシール層を良好な成形性で形成することができる熱可塑性樹脂組成物と、該
熱可塑性樹脂組成物からなるシール層を有する蓋材と該蓋材を有する易開封性容器を提供
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、特定の融着性に寄与する
成分と成形性を補助する成分と易開封性に寄与する成分とを配合することにより、上記課
題を解決することができることを知見し、本発明を完成するに至った。即ち、本発明の要
旨は以下の［１］～［１１］の通りである。
【００１０】
［１］下記（Ａ）～（Ｃ）成分を含み、かつこれらの合計量に対し、（Ａ）成分を６０～
８４重量％、（Ｂ）成分を３～２３重量％、（Ｃ）成分を３～２８重量％含む熱可塑性樹
脂組成物。
（Ａ）成分：脂肪族ジカルボン酸単位を含み、１１０～１４０℃に融解ピーク温度を有す
る結晶性ポリエステル
（Ｂ）成分：ポリオレフィン及び非晶性ポリエステルの少なくとも一方
（Ｃ）成分：ビニル芳香族化合物に由来する重合体ブロックＰと、共役ジエンに由来する
重合体ブロックＱとを有するブロック共重合体、及び該ブロック共重合体を水素添加して
なるブロック共重合体からなる群のうちの少なくとも１つのブロック共重合体であり、ブ
ロックＱにおける１，２－結合単位及び３，４－結合単位の合計量が６０モル％以上であ
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るスチレン系熱可塑性エラストマー
【００１１】
［２］（Ａ）成分のガラス転移温度が－５０～－２０℃である、［１］に記載の熱可塑性
樹脂組成物。
【００１２】
［３］（Ａ）成分がアジピン酸単位及びテレフタル酸単位を含む、［１］又は［２］に記
載の熱可塑性樹脂組成物。
【００１３】
［４］（Ａ）成分が１，４－ブタンジオール単位を含む、［１］乃至［３］のいずれか１
に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【００１４】
［５］（Ｃ）成分のスチレン含有量が５～７０重量％である、［１］乃至［４］のいずれ
か１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【００１５】
［６］（Ｂ）成分として、密度が０．８５０～０．９８０ｇ／ｃｍ３のポリエチレンを含
む、［１］乃至［５］のいずれか１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【００１６】
［７］下記（Ｄ）成分を含み、かつその含有量が（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分
の合計１００重量部に対して１～１５重量部である、［１］乃至［６］のいずれか１に記
載の熱可塑性樹脂組成物。
（Ｄ）成分：アミン変性されたスチレン系熱可塑性エラストマー
【００１７】
［８］［１］乃至［７］のいずれか１に記載の熱可塑性樹脂組成物からなるシール層を有
する蓋材。
【００１８】
［９］前記シール層が押出ラミネート成形により形成されたものである、［８］に記載の
蓋材。
【００１９】
［１０］［８］又は［９］に記載の蓋材を有する易開封性容器。
【００２０】
［１１］［８］又は［９］に記載の蓋材とポリエチレンテレフタレート樹脂からなる容器
とを有する易開封性容器。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物によれば、ヒートシール強度が十分に高く、易開封性、押
出ラミネート成形性、剥離外観等に優れたシール層を良好な成形性で形成することができ
る。また、本発明の熱可塑性樹脂組成物を用いることにより、ヒートシール強度が十分に
高く、易開封性、押出ラミネート成形性、剥離外観等に優れたシール層を有する蓋材及び
易開封性容器が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する説明は、本発明の実施
態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、これらの内容に特定は
されない。なお、本発明において、「～」を用いてその前後に数値又は物性値を挟んで表
現する場合、その前後の値を含むものとして用いることとする。
【００２３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、下記（Ａ）～（Ｃ）成分を含み、かつこれらの合計量
に対し、（Ａ）成分を６０～８４重量％、（Ｂ）成分を３～２３重量％、（Ｃ）成分を３
～２８重量％含むものである。なお、（Ａ）成分のポリエステルに該当するものと解され
うるもののうち、（Ｂ）成分のポリエステルに該当するものは（Ａ）成分とはみなさず、
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（Ｂ）成分とみなすこととする。
（Ａ）成分：脂肪族ジカルボン酸単位を含み、１１０～１４０℃に融解ピーク温度を有す
る結晶性ポリエステル
（Ｂ）成分：ポリオレフィン及び非晶性ポリエステルの少なくとも一方
（Ｃ）成分：ビニル芳香族化合物に由来する重合体ブロックＰと、共役ジエンに由来する
重合体ブロックＱとを有するブロック共重合体、及び該ブロック共重合体を水素添加して
なるブロック共重合体からなる群のうちの少なくとも１つのブロック共重合体であり、ブ
ロックＱにおける１，２－結合単位及び３，４－結合単位の合計量が６０モル％以上であ
るスチレン系熱可塑性エラストマー
【００２４】
　本発明において、（Ａ）成分は、ヒートシール性及び押出ラミネート成形性を担う成分
として機能するものであり、（Ｂ）成分は成形性を改善するための成形性の補助及び押出
ラミネート成形性を担う成分として機能する成分であり、（Ｃ）成分は易開封性及び押出
ラミネート成形性を担う成分である。
【００２５】
［（Ａ）成分］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に用いる（Ａ）成分は、脂肪族ジカルボン酸単位を含み、
１１０～１４０℃に融解ピーク温度を有するポリエステルである。本発明の熱可塑性樹脂
組成物は（Ａ）成分を含むことによりヒートシール性と押出ラミネート成形性が付与され
る。
【００２６】
　（Ａ）成分のポリエステルは、脂肪族ジカルボン酸を少なくとも含むジカルボン酸と多
価アルコールとのエステル化反応又は脂肪族ジカルボン酸エステルを少なくとも含むジカ
ルボン酸エステルと多価アルコールとのエステル交換反応により製造されるものである。
【００２７】
　（Ａ）成分のポリエステルにおけるジカルボン酸単位における脂肪族ジカルボン酸単位
としては、例えば、アジピン酸単位、コハク酸単位、スベリン酸単位及びセバシン酸単位
等が挙げられ、これらの中でもアジピン酸単位を含んでいることが好ましい。また、（Ａ
）成分は脂肪族ジカルボン酸単位以外のジカルボン酸単位を含んでいてもよく、このよう
なジカルボン酸単位としては、例えば、テレフタル酸単位、イソフタル酸単位及び２，６
－ナフタレンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸単位が挙げられ、これらの中でもテレ
フタル酸単位を含むことが好ましい。（Ａ）成分は特に、ジカルボン酸単位として、アジ
ピン酸単位とテレフタル酸単位とを含んでいることが好ましく、特に、これらの合計量に
対してアジピン酸単位を１０～９０モル％含むことが好ましく、３０～７０モル％含むこ
とがより好ましい。なお、（Ａ）成分がエステル交換反応により得られたものである場合
、ジカルボン酸単位は対応するジカルボン酸アルキルエステルに由来する単位である。
【００２８】
　また、（Ａ）成分における多価アルコール単位は好ましくはジオール単位であり、ジオ
ール単位としては、例えば、エチレングリコール単位、１，４－ブタンジオール単位、１
，４－シクロヘキサンジメタノール単位、ペンタエチレングリコール単位、２，２－ジメ
チルトリメチレングリコール単位、ヘキサメチレングリコール単位、ネオペンチルグリコ
ール単位、ポリエチレングリコール単位、ポリプロピレングリコール単位及びポリテトラ
メチレンエーテルグリコール単位等が挙げられる。これらの中でもエチレングリコール単
位、１，４－ブタンジオール単位又は１，４－シクロヘキサンジメタノール単位等の炭素
数２～８の脂肪族ジオール単位を含むことが好ましく、特に１，４－ブチレングリコール
単位を含むことが好ましい。
【００２９】
　本発明に用いる（Ａ）成分のポリエステルは、融解ピーク温度が１４０℃以下であり、
このためにこの温度以下において、低温から被着体へ融着する機能を有する。この機能を
より良好なものとする観点から、（Ａ）成分の融解ピーク温度は１３５℃以下であること
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が好ましい。一方、（Ａ）成分のポリエステルは、融解ピーク温度が１１０℃以上であり
、このために被着体への融着後、容器（易開封性容器）の加熱処理時又は該容器内への高
温物の注入時においてシーラント層が剥離すること（剥離強度が低下すること）を抑制す
る機能を有する。この機能をより良好なものとする観点から、（Ａ）成分の融解ピーク温
度は１１５℃以上であることが好ましい。
【００３０】
　また、（Ａ）成分のガラス転移温度（Ｔｇ）は－５０℃以上であることが、本発明の熱
可塑性樹脂組成物からなるシール層用フィルムの耐ブロッキング性の観点から好ましい。
この観点から、（Ａ）成分のガラス転移温度は、－４５℃以上であることがより好ましく
、－４０℃以上であることが更に好ましい。一方、（Ａ）成分のガラス転移温度（Ｔｇ）
の上限は特に制限されないが、－２０℃以下であることが好ましい。
【００３１】
　なお、（Ａ）成分の融解ピーク温度及びガラス転移温度はＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８
７）に従い測定することができる。具体的には、示差走査熱量計（エスエスアイ・ナノテ
クノロジー社製ＤＳＣ６２２０）を用いて以下の工程（１）～（３）を順に実施してポリ
エステル樹脂の融解挙動を測定する。各工程において横軸に時間、縦軸に融解熱量をプロ
ットして融解曲線を得、工程（２）において観測されるピークを結晶化ピーク、工程（３
）において観測されるピークを融解ピークとする。
工程（１）：試料約６ｍｇを室温から１００℃／分の速度で１７０℃まで昇温し、昇温終
了後、３分間保持する。
工程（２）：１７０℃から１０℃／分の速度で－８０℃まで降温し、降温終了後、３分間
、保持する。
工程（３）：－８０℃から１０℃／分の速度で１７０℃まで昇温する。
【００３２】
　（Ａ）成分の結晶性ポリエステルは市販品として入手することができる。例えば、ＢＡ
ＳＦ社製「ＥＣＯＦＬＥＸ（登録商標）」を用いることができる。なお、（Ａ）成分の結
晶性ポリエステルとしては、１種類で用いてもよいが、ジカルボン酸成分若しくはジオー
ル成分又はガラス転移温度等の物性の異なるものを２種以上組み合わせて用いてもよい。
【００３３】
［（Ｂ）成分］
　本発明で用いる（Ｂ）成分は、ポリオレフィン及び非晶性ポリエステルの少なくとも一
方であり、成形性を補助する成分及び押出ラミネート成形性を担う成分として機能する。
（Ｂ）成分としてはポリオレフィンの１種又は非晶性ポリエステルの１種のいずれかのみ
を用いてもよく、ポリオレフィンの１種又は２種以上と非晶性ポリエステルの１種又は２
種以上とを併用してもよいが、（Ｂ）成分としては特にポリオレフィンを含むことが押出
ラミネート成形性の観点から好ましい。
【００３４】
＜ポリオレフィン＞
　（Ｂ）成分として用いることのできるポリオレフィンとしては、例えば、エチレン、プ
ロピレン、ブテン－１、ペンテン－１若しくはヘキセン－１等の炭素数２～２０程度のオ
レフィンの単独重合体又は共重合体、或いはこれらのオレフィンと共重合性ビニル単量体
、例えば、酢酸ビニル、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸、メタクリル酸
エステル若しくは無水マレイン酸等の不飽和有機酸又はその無水物等との共重合体が挙げ
られる。なお、オレフィンと共重合性ビニル単量体との共重合体において、オレフィン単
位の含有量は５０重量％以上である。また、ここで、共重合体とはランダム、ブロック及
びグラフト共重合体を包含する。
【００３５】
　（Ｂ）成分として用いることのできるポリオレフィンとしてはより具体的には、例えば
、高圧法、中圧法又は低圧法により製造されたポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン
－プロピレンランダム共重合体、エチレン・プロピレンブロック共重合体、プロピレン・
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ブテン－１ランダム共重合体、プロピレン・エチレン・ブテン－１ランダム共重合体、プ
ロピレンと炭素数５～１２のα－オレフィンと場合により更にエチレン又はブテン－１と
からなる共重合体及びエチレン・酢酸ビニル共重合体等が挙げられる。これらのうち、ポ
リエチレン、ポリプロピレン又はエチレン・酢酸ビニル共重合体等が好ましく、特に、高
密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン又は直鎖状ポリエチレン等のポリエチレンが好ま
しい。なお、「ポリプロピレン」は構成単位としてプロピレン単位を５０重量％より多く
含有するものを意味し、また、「ポリエチレン」は構成単位としてエチレン単位を５０重
量％より多く含有するものを意味する。（Ｂ）成分としては成形性の観点から、特にポリ
エチレンが好ましい。
【００３６】
　（Ｂ）成分として用いることのできるポリプロピレンとしては、成形性の観点から、Ｊ
ＩＳ　Ｋ７２１０（２０１４）に従って２３０℃、荷重２．１６ｋｇで測定したメルトフ
ローレート（ＭＦＲ）が１.０～６０ｇ／１０分であることが好ましく、２．０～４０ｇ
／１０分であることがより好ましい。
【００３７】
　また、（Ｂ）成分として用いることのできるポリエチレンとしては、成形性の観点から
、ＪＩＳ　Ｋ７２１０（２０１４）に従って１９０℃、荷重２．１６ｋｇで測定したメル
トフローレート（ＭＦＲ）が１．０～６０ｇ／１０分であることが好ましく、２．０～４
０ｇ／１０分であることがより好ましい。また、ポリエチレンは耐熱性の観点から密度［
ＪＩＳ　Ｋ７１１２（１９９９）］が０．８５０～０．９８０ｇ／ｃｍ３であることが好
ましく、０．８５５～０．９５０ｇ／ｃｍ３であることがより好ましく、０．８６０～０
．９３０ｇ／ｃｍ３であることが更に好ましい。
【００３８】
　更に、（Ｂ）成分として用いることのできるエチレン・酢酸ビニル共重合体としては、
成形性の観点から、ＪＩＳ　Ｋ７２１０（２０１４）に従って１９０℃、荷重２．１６ｋ
ｇで測定したメルトフローレート（ＭＦＲ）が１．０～６０ｇ／１０分であることが好ま
しく、２．０～４０ｇ／１０分であることがより好ましい。
【００３９】
　なお、（Ｂ）成分のポリオレフィンとしては、以上に挙げたポリオレフィンのうちの１
種類を用いてもよいし、原料組成、物性の異なるポリオレフィンの２種類以上を組み合わ
せて用いてもよい。
【００４０】
　（Ｂ）成分のポリオレフィンは市販品として入手することができる。ポリプロピレンと
しては、例えば、日本ポリプロ社製ノバテック（登録商標）ＰＰシリーズ及びウィンテッ
ク（登録商標）シリーズ等が挙げられ、これらの中から該当品を適宜選択して使用するこ
とができる。また、ポリエチレンとしては、例えば、日本ポリエチレン社製ノバテック（
登録商標）シリーズ及び旭化成ケミカルズ社製クレオレックス（登録商標）シリーズ等が
挙げられ、これらの中から該当品を適宜選択して使用することができる。
【００４１】
＜非晶性ポリエステル＞
　（Ｂ）成分として用いることのできる非晶性ポリエステルは、実質的に結晶性を示さな
いポリエステルである。特に、（Ａ）成分において先に説明した示差走査熱量計による測
定において、５０℃～３００℃の温度範囲にて明確な融解ピーク温度を有さないポリエス
テルであり、具体的にはこの温度範囲において、結晶融解熱量（ΔＨ）が１Ｊ／ｇ以下で
あるものを意味する。
【００４２】
　（Ｂ）成分に用いることのできる非晶性ポリエステルとしては、例えば、ポリチレンテ
レフタレートのテレフタル酸単位をその他のジカルボン酸単位で置き換えることにより非
晶性としたもの及びポリチレンテレフタレートのエチレングリコール単位の一部をその他
のジオール単位で置き換えることにより非晶性としたものの少なくとも一方等が挙げられ
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る。なお、ここでいうジカルボン酸単位とは、エステル化反応により製造された非晶性ポ
リエステルであれば、ジカルボン酸に由来する単位を意味し、エステル交換反応により製
造された非晶性ポリエステルであれば、ジカルボン酸ジエステルに由来する単位を意味す
るものである。
【００４３】
　このような非晶性ポリエステルにおいて、テレフタル酸単位以外のジカルボン酸単位と
しては、例えば、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸単位、１，３－シクロヘキサンジ
カルボン酸単位、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸単位、１，４－デカヒドロナフタ
レンジカルボン酸単位及び１，５－デカヒドロナフタレンジカルボン酸単位等の脂環式ジ
カルボン酸単位；フタル酸単位、イソフタル酸単位、フェニレンジオキシジカルボン酸単
位、４，４’－ジフェニルジカルボン酸単位、４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン
酸単位、４，４’－ジフェニルケトンジカルボン酸単位、４，４’－ジフェノキシエタン
ジカルボン酸単位、４，４’－ジフェニルスルホンジカルボン酸単位及び２，６－ナフタ
レンジカルボン酸単位等の芳香族ジカルボン酸単位；コハク酸単位、グルタル酸単位、ア
ジピン酸単位、ピメリン酸単位、スベリン酸単位、アゼライン酸単位、セバシン酸単位、
ウンデカジカルボン酸単位及びドデカジカルボン酸単位等の脂肪族ジカルボン酸単位等が
挙げられる。以上に挙げたジカルボン酸単位は１種のみが含まれていても２種以上が含ま
れていてもよい。
【００４４】
　また、エチレングリコール単位以外のジオール単位としては、例えば、１，２－シクロ
ペンタンジオール単位、１，３－シクロペンタンジオール単位、１，２－シクロペンタン
ジメタノールビス（ヒドロキシメチル）トリシクロ［５．２．１．０］デカン単位及び１
，３－シクロペンタンジメタノールビス（ヒドロキシメチル）トリシクロ［５．２．１．
０］デカン単位等の５員環ジオール単位；１，２－シクロヘキサンジオール単位、１，３
－シクロヘキサンジオール単位、１，４－シクロヘキサンジオール単位、１，２－シクロ
ヘキサンジメタノール（１，２－ＣＨＤＭ）単位、１，３－シクロヘキサンジメタノール
（１，３－ＣＨＤＭ）単位、１，４－シクロヘキサンジメタノール（１，４－ＣＨＤＭ）
単位及び２，２－ビス－（４－ヒドロキシシクロヘキシル）－プロパン単位等のシクロヘ
キサンジメタノール単位；トリメチレングリコール単位、１，４－ブタンジオール単位、
ペンタメチレングリコール単位、ヘキサメチレングリコール単位、オクタメチレングリコ
ール単位、デカメチレングリコール単位、ネオペンチルグリコール単位及びジエチレング
リコール等の脂肪族ジオール単位；キシリレングリコール単位、４，４’－ジヒドロキシ
ビフェニル単位、２，２－ビス（４’－ヒドロキシフェニル）プロパン単位、２，２－ビ
ス（４’－β－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパン単位、ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）スルホン単位及びビス（４－β－ヒドロキシエトキシフェニル）スルホン単位酸等
の芳香族ジオール単位等が挙げられる。これらの中でも、ジオール単位としてシクロヘキ
サンジメタノール単位を含むことが好ましい。以上に挙げたジオール単位は１種のみが含
まれていても２種以上が含まれていてもよい。
【００４５】
　これらの中でも、（Ｂ）成分に用いることのできる非晶性ポリエステルとしては、ジオ
ール単位としてシクロヘキサンジメタノール単位を含むポリエチレンテレフタレートが好
ましい。特に、全ジカルボン酸単位に対してテレフタル酸単位を８０モル％以上含み、か
つ全ジオール単位に対してエチレングリコール単位を６０～８０モル％、シクロヘキサン
ジメタノール単位を２０～４０モル％含むものであることが好ましい。
【００４６】
　（Ｂ）成分の非晶性ポリエステルのガラス転移温度（Ｔｇ）は、好ましくは４５℃以上
であり、より好ましくは５５℃以上である。非晶性ポリエステルのガラス転移温度が上記
下限値以上であると、耐熱性の観点から好ましい。また、非晶性ポリエステルのガラス転
移温度は、９０℃以下が好ましく、より好ましくは８０℃以下である。非晶性ポリエステ
ルのガラス転移温度が上記上限値以下であると、結晶性が低くなることにより透明性が優
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れたものとなり、また、ヒートシール性に優れたものとなる。なお、ガラス転移温度は前
述の（Ａ）成分と同様にして示差走査熱量計（ＤＳＣ）等を用いることにより常法にて測
定することが可能であり、１０℃／分の昇温速度で測定した際のヒートフローの変局点の
温度を意味する。非晶性ポリエステルのガラス転移温度は、前述したジカルボン酸単位及
びジオール単位を適宜選択して用いることで制御することができる。
【００４７】
　（Ｂ）成分の非晶性ポリエステルの固有粘度（ＩＶ）は特に制限されないが、固有粘度
が低い方が溶融粘度も低くなるため、成形加工し易い点で好ましい。具体的には、非晶性
ポリエステルをフェノール／テトラクロロエタン（重量比１／１）混合液を溶媒として、
ウベローデ型粘度計を用いて、３０℃で測定することにより求められる固有粘度（ＩＶ）
が１．５ｄＬ／ｇ以下であることが好ましく、強度等の物性の点からは、０．３ｄＬ／ｇ
以上であることが好ましい。
【００４８】
　（Ｂ）成分の非晶性ポリエステルとしては市販品として入手することができる。例えば
、イーストマンケミカル社製「Ｅａｓｔｅｒ（登録商標）ｃｏｐｏｌｙｅｓｔｅｒ」シリ
ーズから該当品を選択して用いることができる。
【００４９】
［（Ｃ）成分］
　本発明に用いる（Ｃ）成分は、ビニル芳香族化合物に由来する重合体ブロックＰと、共
役ジエンに由来する重合体ブロックＱとを有するブロック共重合体、及び該ブロック共重
合体を水素添加してなるブロック共重合体からなる群のうちの少なくとも１つのブロック
共重合体であり、ブロックＱにおける１，２－結合単位及び３，４－結合単位の合計量が
６０モル％以上であるスチレン系熱可塑性エラストマーである。本発明において、（Ｃ）
成分は熱可塑性樹脂組成物の易開封性及び押出ラミネート成形性に寄与する成分である。
【００５０】
　（Ｃ）成分は、ブロックＱの全共役ジエン単位に対する１，２－結合単位即ち１，２－
付加構造と、３，４－結合単位即ち３，４－付加構造との合計割合が６０モル％であるこ
とにより、熱可塑性樹脂組成物の押出ラミネート成形性が良好となる。この観点から１，
２－結合単位及び３，４－結合単位の合計の割合は、好ましくは６２モル％以上であり、
より好ましくは６４％以上であり、更に好ましくは６６モル％以上である。一方、１，２
－結合単位及び３，４－結合単位の合計量の上限は特に制限されず、通常、１００モル％
である。１，２－結合単位及び３，４－結合単位のそれぞれの割合は１３Ｃ－ＮＭＲによ
り測定することができる。
【００５１】
　（Ｃ）成分において、ブロックＰを構成する単量体のビニル芳香族化合物は特に限定さ
れないが、スチレン又はα－メチルスチレン等のスチレン誘導体が好ましい。これらの中
でも、スチレンを主体とすることが好ましい。ここで、本発明において「主体とする」と
は、５０重量％以上であることを意味する。なお、ブロックＰには、ビニル芳香族化合物
以外の単量体が原料として含まれていてもよい。
【００５２】
　上記ビニル芳香族化合物以外の単量体としては、例えば、エチレン及びα－オレフィン
等が挙げられる。また、ブロックＰが、上記ビニル芳香族化合物以外の単量体を原料とし
て含む場合、その含有量は、好ましくは５０重量％未満、より好ましくは４０重量％以下
である。上記ビニル芳香族化合物以外の単量体の含有量が上記上限以下であることにより
耐熱性、圧縮永久歪が良好となる傾向がある。
【００５３】
　（Ｃ）成分において、ブロックＱは共役ジエンに由来するものである。ブロックＱに用
いることのできる単量体の共役ジエンは特に限定されないが、ブタジエン及びイソプレン
の少なくとも一方を主体とすることが好ましい。なお、ブロックＱには、共役ジエン以外
の単量体が原料として含まれていてもよい。
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【００５４】
　上記共役ジエン以外の単量体としては、例えば、イソブチレン及びスチレン等が挙げら
れる。また、ブロックＱが、上記共役ジエン以外の単量体を原料として含む場合、その含
有量は、好ましくは５０重量％未満、より好ましくは４０重量％以下である。上記共役ジ
エン以外の単量体の含有量が上記上限以下であることによりブリードアウトが抑制される
傾向がある。
【００５５】
　（Ｃ）成分のブロック共重合体は、上記重合体ブロックＰと上記重合体ブロックＱとを
有するブロック共重合体を水素添加して得られる水添ブロック共重合体であってもよい。
より具体的には、ブロック共重合体のブロックＱが有する二重結合を水素添加した水添ブ
ロック共重合体であってもよい。ブロックＱの水素添加率は特に限定されないが、好まし
くは８０～１００重量％、より好ましくは９０～１００重量％である。ブロックＱを前記
範囲で水素添加することにより、得られる熱可塑性樹脂組成物の粘着的性質が低下し、弾
性的性質が増加する傾向がある。なお、ブロックＰが、原料としてジエン成分を用いた場
合についても同様である。また、水素添加率は、１３Ｃ－ＮＭＲにより測定することがで
きる。
【００５６】
　なお、ブロックＱを構成する単量体単位の共役ジエン単位がブタジエン単位である場合
、ブタジエン単位は、１，４－付加構造、１，２－付加構造を取りうるが、特に、ブロッ
クＱが水素添加誘導体であり、ブタジエンを主体として構成される場合には、ブロックＱ
のブタジエン単位の１，２－付加構造（１，２－結合単位の割合）が６０モル％以上であ
る。
【００５７】
　ブロックＱを構成する単量体の共役ジエン単位がイソプレン単位である場合、イソプレ
ン単位は、１，２－付加構造、１，４－付加構造及び３，４－付加構造を取りうるが、上
記と同様に、特に、ブロックＱが水素添加誘導体であり、ブロックＱがイソプレン単位か
ら構成される場合には、ブロックＱのイソプレン単位の１，２－付加構造及び３，４－付
加構造の割合（１，２－結合単位及び３，４－結合単位の合計の割合）が６０モル％以上
である。
　以下において、ブロックＱにおける１，２－結合単位の割合を「１，２－結合量」と称
し、３，４－結合単位の割合を「３，４－結合量」と称す場合がある。
【００５８】
　本発明における（Ｃ）成分は、ブロックＱにおける１，２－結合単位及び３，４－結合
単位の合計量が６０モル％以上であれば、その構造は特に限定されず、直鎖状、分岐状、
放射状等のいずれであってもよいが、下記式（１）又は（２）で表されるブロック共重合
体である場合が好ましい。さらに、下記式（１）又は（２）で表されるブロック共重合体
は、水素添加して得られる水添ブロック共重合体であることがより好ましい。下記式（１
）又は（２）で表される共重合体が水添ブロック共重合体であると、熱安定性が良好にな
る。
【００５９】
　　Ｐ－（Ｑ－Ｐ）ｍ　　　（１）
　　（Ｐ－Ｑ）ｎ　　　　　（２）
（式中、Ｐは重合体ブロックＰを、Ｑは重合体ブロックＱをそれぞれ示し、ｍは１～５の
整数を示し、ｎは２～５の整数を示す。）
【００６０】
　式（１）又は（２）において、ｍ及びｎは、ゴム的高分子体としての秩序－無秩序転移
温度を下げる点では大きい方がよいが、製造のしやすさ及びコストの点では小さい方がよ
い。
【００６１】
　（Ｃ）成分のブロック共重合体及び水添ブロック共重合体の少なくとも一方（以下、「
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（水添）ブロック共重合体」ということがある。）としては、ゴム弾性に優れることから
、式（２）で表される（水添）ブロック共重合体よりも式（１）で表される（水添）ブロ
ック共重合体の方が好ましく、ｍが３以下である式（１）で表される（水添）ブロック共
重合体がより好ましく、ｍが２以下である式（１）で表される（水添）ブロック共重合体
が更に好ましく、ｍが１である式（１）で表される（水添）ブロック共重合体が最も好ま
しい。
【００６２】
　（Ｃ）成分を構成するブロックＰとブロックＱとの重量割合は任意であるが、本発明の
熱可塑性樹脂組成物の機械的強度及び熱融着強度の点からはブロックＰが多い方が好まし
く、一方、柔軟性、ブリードアウト抑制の点からはブロックＰが少ない方が好ましい。こ
れらの観点から、（Ｃ）成分におけるブロックＰの含有量は、好ましくは５重量％以上で
あり、より好ましくは８重量％以上であり、一方、好ましくは７０重量％以下であること
が好ましく、５０重量％以下であることがより好ましく、３０重量％以下であることが更
に好ましい。
【００６３】
　特に、（Ｃ）成分のスチレン系熱可塑性エラストマーはスチレン含有量が７０重量％以
下であることが成形性をより良好なものとする観点から好ましく、より好ましくは５０重
量％以下であり、更に好ましくは３０重量％以下である。一方、スチレン含有量の下限は
５重量％以上であることが好ましく、より好ましくは８重量％以上である。なお、本発明
において、（Ｃ）成分における「スチレン含有量」とは、スチレン単位のみならず、スチ
レン単位の芳香環に結合した水素原子に他の原子又は原子団が置換した構成単位の含有量
も含む意味で用いられる。スチレン含有量は１３Ｃ－ＮＭＲにより測定することができる
。
【００６４】
　本発明における（Ｃ）成分の製造方法は、上述の構造と物性が得られればどのような方
法でもよく、特に限定されない。具体的には、例えば、特公昭４０－２３７９８号公報に
記載された方法によりリチウム触媒等を用いて不活性溶媒中でブロック重合を行うことに
よって得ることができる。また、ブロック共重合体の水素添加（水添）は、例えば、特公
昭４２－８７０４号公報、特公昭４３－６６３６号公報、特開昭５９－１３３２０３号公
報及び特開昭６０―７９００５号公報等に記載された方法により、不活性溶媒中で水添触
媒の存在下で行うことができる。この水添処理では、重合体ブロック中のオレフィン性二
重結合の５０％以上が水添されていることが好ましく、８０％以上が水添されていること
がより好ましい。
【００６５】
　（Ｃ）成分のメルトフローレート（ＭＦＲ）は特に制限されないが、ＭＦＲ［２３０℃
、２.１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０）（２０１４）］で通常、０．１ｇ／１０分以上
であり、好ましくは０．５ｇ／１０分以上であり、より好ましくは１ｇ／１０分以上であ
り、一方、好ましくは５０ｇ／１０分以下であり、より好ましくは３０ｇ／１０分以下で
あり、更に好ましくは１５ｇ／１０分以下である。ＭＦＲが（Ｃ）成分の上記範囲である
と成形性が良好となる傾向にある。
【００６６】
　本発明における（Ｃ）成分の数平均分子量（Ｍｎ）は特に限定されないが、好ましくは
３０，０００以上、より好ましくは５０，０００以上、さらに好ましくは８０，０００以
上であり、また、好ましくは５００，０００以下、より好ましくは４００，０００以下、
さらに好ましくは３００，０００以下である。（Ｃ）成分の数平均分子量が上記範囲内で
あると、成形性と耐熱性が良好となる傾向がある。
【００６７】
　（Ｃ）成分の重量平均分子量（Ｍｗ）は特に限定されないが、好ましくは３０，０００
以上、より好ましくは４０，０００以上、さらに好ましくは５０，０００以上であり、ま
た、好ましくは５５０，０００以下、より好ましくは５００，０００以下、さらに好まし
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くは４００，０００以下である。（Ｃ）成分の重量平均分子量が上記範囲内であると、成
形性と耐熱性が良好となる傾向がある。
【００６８】
　なお、本発明において、（Ｃ）成分の重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分子量（Ｍｎ
）は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による測定で求められるポリ
スチレン換算値であり、その測定条件は以下の通りである。
【００６９】
（測定条件）
　　機器：東ソー社製「ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」
　　カラム：東ソー社製「ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＨＭ－Ｍ」
　　検出器：示差屈折率検出器（ＲＩ検出器／内蔵）
　　溶媒：クロロホルム
　　温度：４０℃
　　流速：０．５ｍＬ／分
　　注入量：２０μＬ
　　濃度：０．１重量％
　　較正資料：単分散ポリスチレン
　　較正法：ポリスチレン換算
【００７０】
　（Ｃ）成分のＪＩＳ　Ｋ６２５３（１９９３）による硬度（ショアＡ）は限定されない
が、好ましくは２０以上であり、より好ましくは２５以上であり、更に好ましくは３０以
上であり、一方、好ましくは９５以下であり、より好ましくは８０以下であり、更に好ま
しくは６５以下である。（Ｃ）成分の硬度が上記範囲内であると、柔軟性が良好となる傾
向にある。
【００７１】
　このような水添ブロック共重合体の市販品としては、クレイトンポリマー社製「ＫＲＡ
ＴＯＮ（登録商標）－Ｇシリーズ」、旭化成社製「タフテック（登録商標）シリーズ」等
から該当品を適宜選択して使用することができる。
【００７２】
［（Ｄ）成分］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は下記（Ｄ）成分を含むことが易開封性及び良好な剥離外
観を得る観点から好ましい。これは、（Ｄ）成分により、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の分
散径が微細化されることによるものと考えられる。なお、本発明において、（Ｄ）成分と
解され得るもののうち、前述の（Ｃ）成分に該当するものは（Ｄ）成分とはみなさず、（
Ｃ）成分とみなすこととする。
（Ｄ）成分：アミン変性されたスチレン系熱可塑性エラストマー
【００７３】
　アミン変性する原料として用いるスチレン系熱可塑性エラストマーは限定されないが、
通常、ビニル芳香族化合物を主体とする重合体ブロックと、柔軟性を付与する重合体ブロ
ックとを有するものが用いられる。具体的には、例えば、ビニル芳香族化合物を主体とす
る重合体ブロックと、ブタジエン及びイソプレンの少なくとも一方を主体とする重合体ブ
ロックとを有するブロック共重合体並びに該ブロック共重合体を水素添加して得られる水
添ブロック共重合体の少なくとも一方が挙げられる。
【００７４】
　ここで、「ビニル芳香族化合物を主体とする重合体」とは、ビニル芳香族化合物を主体
とする単量体を重合したものを意味し、以下、「重合体ブロックＰ’」又は「ブロックＰ
’」と略記することがある。また、「ブタジエン及びイソプレンの少なくとも一方を主体
とする重合体」とは、ブタジエン及びイソプレンの少なくとも一方を主体とする単量体を
重合したものを意味し、以下、「重合体ブロックＱ’」又は「ブロックＱ’」と略記する
ことがある。ここで「主体とする」とは、５０重量％以上であることを意味する。
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　また、アミン変性する原料として用いるスチレン系熱可塑性エラストマーは、少なくと
も２個の重合体ブロックＰ’と、少なくとも１個の重合体ブロックＱ’とを有するブロッ
ク共重合体及び該ブロック共重合体を水素添加して得られる水添ブロック共重合体の少な
くとも一方が好ましい。
【００７５】
　重合体ブロックＰ’を構成する単量体のビニル芳香族化合物は限定されないが、スチレ
ン又はα－メチルスチレン等のスチレン誘導体が好ましい。これらの中でも、スチレンを
主体とすることが好ましい。なお、当該重合体ブロックには、ビニル芳香族化合物以外の
単量体が原料として含まれていてもよい。
【００７６】
　ブロックＱ’を構成する単量体は、より好ましくは、ブタジエン単独、イソプレン単独
、ブタジエン及びイソプレン、のいずれかである。なお、ブロックＱ’には、ブタジエン
及びイソプレン以外の単量体が原料として含まれていてもよい。また、ブロックＱ’は、
重合後に有する二重結合を水素添加した水素添加誘導体であってもよい。ブロックＱ’の
水素添加率は限定されないが、５０～１００重量％が好ましく、８０～１００重量％がよ
り好ましい。ブロックＱ’を前記範囲で水素添加することにより、本発明の熱可塑性樹脂
組成物の熱安定性が向上する傾向にある。なお、ブロックＰ’が、原料としてジエン成分
を用いた場合についても同様である。水素添加率は、１３Ｃ－ＮＭＲにより測定すること
ができる。
【００７７】
　スチレン系熱可塑性エラストマーにおけるブロックＰ’の重量割合は限定されないが、
通常５重量％以上であり、８重量％以上であることが好ましく、１０重量％以上であるこ
とがより好ましく、一方、通常５５重量％以下であり、５０重量％以下であることが好ま
しく、４５重量％以下であることがより好ましい。ブロックＰ’の重量割合が前記範囲で
あることにより、本発明の熱可塑性樹脂組成物の接着性が良好となる傾向にある。
【００７８】
　スチレン系熱可塑性エラストマーとして、前記のブロックＰ’及びブロックＱ’を有す
る共重合体を用いる場合、その化学構造は直鎖状、分岐状又は放射状等の何れであっても
よいが、下記式（３）又は（４）で表されるブロック共重合体である場合が好ましく、接
着性の観点から、より好ましくは下記式（３）の構造である。
【００７９】
　さらに、下記式（３）又は（４）で表されるブロック共重合体は、水素添加誘導体、即
ち、水添ブロック共重合体であることが更に好ましい。下記式（３）又は（４）で表され
る共重合体が水添ブロック共重合体であると、本発明の熱可塑性樹脂組成物の接着性が良
好となる傾向にある。
　　Ｐ’－（Ｑ’－Ｐ’）ｍ’　　　　（３）
　　（Ｐ’－Ｑ’）ｎ’　　　　　　　（４）
（式中、Ｐ’は重合体ブロックＰ’を、Ｑ’は重合体ブロックＱ’をそれぞれ表し、ｍ’
は１～５の整数を表し、ｎ’は２～５の整数を表す。）
【００８０】
　式（３）又は（４）において、ｍ’及びｎ’は、ゴム的高分子体としての秩序－無秩序
転移温度を下げる点では大きい方がよいが、製造のしやすさ及びコストの点では小さい方
がよい。
【００８１】
　ブロック共重合体又は水添ブロック共重合体（以下、「（水添）ブロック共重合体」と
いうことがある。）としては、ゴム弾性に優れることから、式（４）で表される（水添）
ブロック共重合体よりも式（３）で表される（水添）ブロック共重合体の方が好ましく、
ｍ’が３以下である式（３）で表される（水添）ブロック共重合体がより好ましく、ｍ’
が２以下である式（３）で表される（水添）ブロック共重合体が更に好ましい。
【００８２】
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　アミン変性する原料として用いるスチレン系熱可塑性エラストマーの製造方法は、上述
の構造と物性が得られればどのような方法でもよく、特に限定されず、前述の（Ｃ）成分
のスチレン系熱可塑性エラストマーの製造方法と同様の方法が挙げられる。具体的には、
例えば、リチウム触媒等を用いて不活性溶媒中でブロック重合を行うことによって得るこ
とができる。また、ブロック共重合体の水素添加（水添）は、不活性溶媒中で水添触媒の
存在下で行う等の公知の方法を採用することができる。
【００８３】
　本発明における（Ｄ）成分は、上述したスチレン系熱可塑性エラストマーをアミン化合
物で変性したものである。スチレン系熱可塑性エラストマーをアミン変性する方法につい
ては特に制限されないが、例えば、特開２００７－１５４０１４号公報に記載されている
方法に例示されるように、アミノ基を有する重合開始剤を用いて（水添）ブロック共重合
体を重合することによりアミン変性する方法、アミノ基を有する不飽和単量体を共重合す
る原料として用いることにより（水添）ブロック共重合体をアミン変性する方法、（水添
）ブロック共重合体の活性点にアミノ基を有する重合停止剤を反応させることによりアミ
ン変性する方法等が挙げられる。これらの方法は単独で行っても、複数の方法を組み合わ
せて行ってもよい。
【００８４】
　更に、スチレン系熱可塑性エラストマーをアミン変性する方法として、例えば、スチレ
ン系熱可塑性エラストマーの原料として、クロロメチルスチレンを用いてクロロメチルス
チレン単位を含有する（水添）ブロック共重合体を合成し、そのクロロメチル基に対して
アミン化合物を反応させることによりスチレン系熱可塑性エラストマーをアミン変性する
方法も挙げられる。このとき、変性するためのアミン化合物は限定されないが、具体的に
は、例えば、アルキルアミン類、アルケニルアミン類、アリールアミン類、アリールアル
キルアミン類、環状アルキルアミン類及び複素環式アミン類等が挙げられる。アルキルア
ミン類としては、例えば、メチルアミン、エチルアミン、プロピルアミン、イソプロピル
アミン、ｎ－ブチルアミン、ｓｅｃ－ブチルアミン、イソブチルアミン、ｔｅｒｔ－ブチ
ルアミン及びペンチルアミン等が挙げられる。アルケニルアミン類としては、例えば、ド
デセニルアミン、オクタデセニルアミン及びドコセニルアミン等が挙げられる。アリール
アミン類としては、例えば、アニリン、メチルアニリン、エチルアニリン、ｐ－イソプロ
ピルアニリン及びＮ－メチルアニリン等が挙げられる。アリールアルキルアミン類として
は、例えば、ベンジルアミン、１－フェニルエチルアミン及び２－フェニルエチルアミン
等が挙げられる。環状アルキルアミン類としては、例えば、シクロヘキシルアミン及びジ
シクロヘキシルアミン等が挙げられる。複素環式アミン類としては、例えば、チエニルア
ミン及びキノリルアミン等が挙げられる。これらのアミン化合物は、１種を単独で用いて
も２種以上を適宜選択して併用してもよい。
【００８５】
　スチレン系熱可塑性エラストマーにアミン化合物を反応させる方法は限定されず、例え
ば、有機溶媒中で反応させる方法（溶液法）、及び押出機等を用いて溶融混練する方法（
溶融混練法）が挙げられる。溶媒法を用いてアミン変性する際の溶媒としては、例えば、
ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、Ｎ－メチルピロリドン（ＮＭＰ）及びＮ、Ｎ－ジエ
チルホルムアミド等、スチレン系熱可塑性エラストマー及びアミン化合物の双方が可溶な
溶媒を好適に用いることができる。アミン変性する際の温度は、使用する溶媒の種類やア
ミン化合物の種類により適宜定められるが、通常０～１５０℃の範囲で行われる。また、
変性に際してラジカル発生剤や反応促進剤を添加してもよい。溶融混練法を用いてアミン
変性する場合は、通常、スチレン系熱可塑性エラストマー及びアミン化合物のほか、ラジ
カル発生剤を添加して溶融混練することができる。
【００８６】
　（Ｄ）成分のアミン変性されたスチレン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量（Ｍｎ
）は限定されないが、通常２５０，０００以下、好ましくは１５０，０００以下、より好
ましくは１２０，０００以下、更に好ましくは１００，０００以下である。また、アミン
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変性されたスチレン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量（Ｍｎ）は限定されないが、
通常２０，０００以上、好ましくは４０，０００以上、より好ましくは５０，０００以上
である。アミン変性されたスチレン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量（Ｍｎ）が前
記範囲内であると、成形性が良好となる傾向にある。なお、アミン変性されたスチレン系
熱可塑性エラストマーの数平均分子量（Ｍｎ）は、ＧＰＣにより測定したポリスチレン換
算の値であり、前述の（Ｃ）成分のスチレン系熱可塑性エラストマーと同様に測定される
。
【００８７】
　（Ｄ）成分のＩＳＯ　１１３３（２０１１）によるメルトフローレート（ＭＦＲ）は限
定されないが、２３０℃、荷重２．１６ｋｇｆでの値として、好ましくは０．１ｇ／１０
分以上、より好ましくは０．３ｇ／１０分以上、更に好ましくは０．５ｇ／１０分以上で
あり、好ましくは１００ｇ／１０分以下、より好ましくは５０ｇ／１０分以下、更に好ま
しくは３０ｇ／１０分以下である。（Ｄ）成分のＭＦＲが上記範囲内であると、成形性が
良好となる傾向にある。
【００８８】
　（Ｄ）成分のＩＳＯ　１１３５７－２（２０１３）によるガラス転移温度は限定されな
いが、好ましくは－８０℃以上であり、より好ましくは－７０℃以上であり、一方、好ま
しくは３０℃以下であり、より好ましくは２０℃以下であり、更に好ましくは０℃以下で
ある。（Ｄ）成分のガラス転移温度が上記範囲内であると、本発明の熱可塑性樹脂組成物
からなるシール層用フィルムの耐ブロッキング性が良好となる傾向にある。
【００８９】
　（Ｄ）成分のＩＳＯ　８６８（２００３）による硬度（ショアＡ）は限定されないが、
好ましくは５０以上であり、より好ましくは６０以上であり、更に好ましくは７５以上で
あり、一方、好ましくは９５以下であり、より好ましくは９０以下であり、更に好ましく
は８５以下である。（Ｄ）成分の硬度が上記範囲内であると、柔軟性が良好となる傾向に
ある。
【００９０】
　（Ｄ）成分のＩＳＯ　１１８３（２０１２）による密度は、通常、０．８６～０．９３
ｇ／ｃｍ３であり、好ましくは０．８７～０．９２ｇ／ｃｍ３である。（Ｄ）成分の密度
が上記範囲であると成形性の観点から好ましい。
【００９１】
　本発明において、（Ｄ）成分として用いるアミン変性されたスチレン系熱可塑性エラス
トマーは、市販品を用いることも可能である。市販品としては、例えば、ＪＳＲ社製「ダ
イナロン（登録商標）」、旭化成ケミカルズ社製「タフテック（登録商標）」から該当す
るものを適宜選択して用いることができる。
【００９２】
［その他の成分］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、上記（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び必要
に応じて用いられる（Ｄ）成分以外に、その他の成分が含まれていてもよい。その他の成
分としては、例えば、スリップ剤、染料・顔料等の着色剤、安定剤、可塑剤（ただし、ス
リップ剤に該当するものを除く。）、酸化防止剤、紫外線吸収剤等の光安定剤、分散剤、
増粘剤、乾燥剤、滑剤及び帯電防止剤等の添加剤；無機充填材及び有機充填材等の充填材
；ポリカーボネート樹脂、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポリエステル樹脂［（Ａ）成
分、（Ｂ）成分に該当するものを除く。］、塩化ビニル樹脂、オレフィン系熱可塑性エラ
ストマー、スチレン系熱可塑性エラストマー［（Ｃ）成分、（Ｄ）成分に該当するものを
除く。］、ポリエステル系熱可塑性エラストマー［（Ａ）成分、（Ｂ）成分に該当するも
のを除く。］及びポリウレタン系熱可塑性エラストマー等の樹脂等が挙げられる。
【００９３】
　その他の成分のうち、スリップ剤は、成形性の向上に有効である。スリップ剤としては
、公知のものを特に限定されることなく用いることができる。具体的には、例えば、パラ
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フィン油及び固形パラフィン等のパラフィン、ステアリン酸及びパルミチン酸等の高級脂
肪酸、パルミチルアルコール及びステアリルアルコール等の高級アルコール、ステアリン
酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸アルミニウム、
ステアリン酸マグネシウム及びパルミチン酸ナトリウム等の脂肪酸の金属塩、ステアリン
酸ブチル、グリセリンモノステアレート及びジエチレングリコールモノステアレート等の
脂肪酸エステル、ステアロアミド、メチレンビスステアロアミド、エチレンビスステアロ
アミド、オキシステアリン酸のエチレンジアミド、メチロールアミド、オレイルアミド、
ステアリン酸アミド及びエルカ酸アミド等の脂肪酸アミド等、並びにカルナウバワックス
及びモンタンワックス等のワックス類などが挙げられる。なお、スリップ剤及びワックス
類は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を任意の比率及び組み合わせで用いてもよい
。この中でもエルカ酸アミドが特に好ましい。
【００９４】
［配合量］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分を含有するこ
とにより、ヒートシール強度、易開封性、押出ラミネート成形性等の成形性の効果を得る
ことができる。これらの効果を良好に得る観点から、本発明の熱可塑性樹脂組成物は、（
Ａ）～（Ｃ）成分の合計量に対し、（Ａ）成分を６０～８４重量％、（Ｂ）成分を３～２
３重量％、（Ｃ）成分を３～２８重量％含有するものであり、（Ａ）成分を６５～８０重
量％、（Ｂ）成分を７～２３重量％、（Ｃ）成分を９～２３重量％含有することが好まし
い。
【００９５】
　ヒートシール性及び押出ラミネート成形性を担う成分である（Ａ）成分の含有割合が上
記下限値以上であるとヒートシール強度がより良好となる傾向があり、上記上限値以下で
あると相対的に（Ｂ）成分と（Ｃ）成分の含有割合が多くなることで、易開封性、成形性
がより良好となる傾向にある。また、成形性を補助する成分である（Ｂ）成分の含有割合
が上記下限値以上であると成形性がより良好となる傾向があり、上記上限値以下であると
相対的に（Ａ）成分と（Ｃ）成分の含有割合が多くなることで、ヒートシール強度、押出
ラミネート成形性、易開封性がより良好となる傾向にある。また、易開封性及び押出ラミ
ネート成形性を担う成分である（Ｃ）成分の含有割合が上記下限値以上であると易開封性
がより良好となる傾向にあり、また押出ラミネート成形性も良好となる傾向があり、上記
上限以下であると相対的に（Ａ）成分と（Ｂ）成分の含有割合が多くなることで、ヒート
シール強度、成形性がより良好となる傾向にある。
【００９６】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物が（Ｄ）成分を含む場合、その含有量は、凝集剥離
性（易開封性）と剥離外観改良の効果を得る観点から、（Ａ）成分～（Ｃ）成分の合計１
００重量部に対し、好ましくは１重量部以上であり、より好ましくは３重量部以上であり
、さらに好ましくは５重量部以上である。一方、（Ａ）～（Ｃ）成分による前述の機能を
有効に得る観点から、（Ｄ）成分の含有量は（Ａ）成分～（Ｃ）成分の合計１００重量部
に対し、好ましくは１５重量部以下であり、より好ましくは１３重量部、さらに好ましく
は１０重量部以下である。
【００９７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物が（Ａ）～（Ｄ）成分以外のその他の成分を含有する場合
、（Ａ）～（Ｃ）成分による機能を十分に得るために、熱可塑性樹脂組成物中のその他の
成分の含有量は合計で、熱可塑性樹脂組成物全体に対し、３０重量％以下であることが好
ましく、２０重量％以下であることがより好ましく、１０重量％以下であることが更に好
ましい。本発明の熱可塑性樹脂組成物が前述のスリップ剤を含有する場合、その含有量は
、通常熱可塑性樹脂組成物中０．０１～２重量％であり、０．０５～０．５重量％の範囲
であることが好ましい。
【００９８】
［熱可塑性樹脂組成物の製造方法］
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　本発明の熱可塑性樹脂組成物を得る方法については、原料成分が均一に分散すれば特に
制限されない。即ち、上述の各原料成分を同時に又は任意の順序で混合することにより、
各成分が均一に分散した熱可塑性樹脂組成物を得ることができる。本発明の熱可塑性樹脂
組成物を製造するに当たり、（Ａ）成分～（Ｃ）及び必要に応じて配合される（Ｄ）成分
、その他の成分を配合して熱可塑性樹脂組成物を得る場合、これらの各成分を種々の公知
の手法、例えば、タンブラーブレンダー、Ｖブレンダー、リボンブレンダー又はヘンシェ
ルミキサー等を用いて混合し、混合後、単軸押出機、二軸押出機、バンバリーミキサー又
はニーダー等で溶融混練し、熱可塑性樹脂組成物を得ることができる。
【００９９】
　前記の各原料成分を混合する際の混合方法や混合条件は、各原料成分が均一に混合され
れば特に制限は無いが、生産性の点からは、単軸押出機又は二軸押出機のような連続混練
機及びミルロール、バンバリーミキサー又は加圧ニーダー等のバッチ式混練機等の公知の
溶融混練方法が好ましい。溶融混合時の温度は、各原料成分の少なくとも一つが溶融状態
となる温度であればよいが、通常は用いる全成分が溶融する温度が選択され、本発明にお
いては通常、１８０～３００℃で行うことができる。
【０１００】
［フィルム成形］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、押出ラミネート成形、Ｔダイ成形、空冷インフレーシ
ョン成形等の各種のフィルム成形法によって容易にシール層（シール層用フィルム）とし
て製膜することができる。このシール層用フィルムの厚さは、通常２～１００μｍ、特に
５～３０μｍであることが好ましい。シール層の厚さが上記範囲内であることが、十分な
ヒートシール強度を得る観点、凝集剥離性を得る観点、易開封性容器の蓋材への適用にお
いて、蓋材の厚さを適切な範囲とする観点等から好ましい。
【０１０１】
［蓋材・易開封性容器］
　本発明の熱可塑性樹脂組成物からなるシール層（シール層用フィルム）とすることによ
り蓋材とすることができる。また、この蓋材は、本発明の熱可塑性樹脂組成物をシール層
（シール層用フィルム）として用い、通常、基材と積層一体化することにより、蓋材を有
する易開封性容器として好適に使用することができる。この場合、シール層又はシール層
用フィルムの厚さは、通常２～１００μｍ、特に５～３０μｍであることが好ましい。シ
ール層の厚さが薄過ぎると十分なヒートシール強度を得ることができず、凝集剥離性も劣
るものとなるが、過度に厚さが厚いものは、各種の易開封性容器の蓋材への適用において
、蓋材の厚さが厚くなり好ましくない。また、シール層用フィルムと基材との間に保持層
としてポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂層を介在させることもで
きる。保持層の厚さは、通常５～５００μｍ、特に１０～１００μｍ程度である。
【０１０２】
　蓋材の基材としては、例えば、アルミ箔、紙、ポリエチレンテレフタレートに代表され
るポリエステル系樹脂フィルム（例えば、延伸ポリエステルフィルム）、延伸ナイロンフ
ィルム、ポリエチレン又はポリプロピレン等のオレフィン系樹脂フィルム（例えば、延伸
ポリプロピレンフィルム）、ポリスチレンフィルム、シリカ蒸着延伸ポリエステルフィル
ム及びアルミ蒸着延伸ポリエステルフィルム並びにその他バリア性フィルム等、一般に軟
包装材の基材として使用されるものであれば適用可能であり、内容物又は用途によって、
適宜最適な基材を選定して用いることができる。
【０１０３】
　このような基材に本発明の熱可塑性樹脂組成物よりなるシール層用フィルムを積層一体
化する方法としては、例えば、ポリウレタン系、ポリエステル系又はポリエーテル系等の
接着剤により接着する方法が挙げられる。また、基材フィルムとシール層用フィルムとを
共押出ラミネート成形により一体成形してもよい。
【０１０４】
　また、シール層用フィルムと基材との間に保持層を介在させた蓋材を製造する方法とし
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ては、本発明の熱可塑性樹脂組成物をインフレーション法又はＴダイ法等のフィルム成形
法により製造する際に、ポリエチレン又はポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂より
なる保持層と積層して成形する方法、ポリエチレン又はポリプロピレン等のポリオレフィ
ン系樹脂との共押出ラミネート成形で保持層とシール層とを積層成形した後、更に基材を
貼り合せる方法、及びアルミ箔、紙、ポリエチレンテレフタレートに代表されるポリエス
テル系樹脂又はポリエチレン若しくはポリプロピレン等のオレフィン系樹脂等の各種熱可
塑性樹脂からなる基材層にシール層と保持層を押出ラミネート成形することによってラミ
ネートフィルムを形成することにより製造する方法が挙げられる。
【０１０５】
　得られたシール層／基材或いはシール層／保持層／基材の積層フィルム又は積層シート
よりなる蓋材は、各種の容器の開口部に配置し、開口部のフランジ部に沿って加熱加圧し
てヒートシールすることにより容器の密封に用いることができる。
【０１０６】
　この際のヒートシール条件としては、用いた（Ａ）成分の融解ピーク温度に応じて、（
Ａ）成分の融点ないし融点より５０℃程度高い温度、例えば１１０～１９０℃程度で、圧
力０．１～０．３ＭＰａ、ヒートシール時間１～１０秒程度とすることが好ましい。
【０１０７】
　なお、本発明の熱可塑性樹脂組成物を用いた蓋材を適用する易開封性容器の構成材料と
しては、例えば、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレンテレフタレート
樹脂、ポリスチレン樹脂及びポリカーボネート樹脂並びにこれらのブレンド材等が挙げら
れ、これらの中でも易開封性容器は好ましくはポリエチレンテレフタレート樹脂からなる
ものである。
【０１０８】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物からなるシール層を有する蓋材、及び該蓋材を有する易開
封性容器は、蓋材の易開封性が要求されるいずれの用途にも好適に用いることができるが
、飲食料品用容器において特に好適に用いることができる。
【実施例】
【０１０９】
　以下に実施例、参考例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は
その要旨を超えない限り、以下の実施例により限定されるものではない。以下の実施例に
おける各種の製造条件や評価結果の値は、本発明の実施態様における上限又は下限の好ま
しい値としての意味を持つものであり、好ましい範囲は前記した上限又は下限の値と、下
記実施例の値又は実施例同士の値との組み合わせで規定される範囲であってもよい。
【０１１０】
［原料］
　以下の実施例、参考例及び比較例で用いた原料は、次の通りである。
【０１１１】
＜（Ａ）成分＞
Ａ－１：
ＢＡＳＦ社製　結晶性ポリエステル（ポリブチレンアジペートテレフタレート系樹脂）「
ＥＣＯＦＬＥＸ（登録商標）」（ジカルボン酸単位：アジピン酸単位５４モル％、テレフ
タル酸単位４６モル％、ジオール単位：１，４－ブタンジオール単位１００モル％、融解
ピーク温度：１２１℃、ガラス転移温度：－３４℃）
ａ－１（比較用）：
東洋紡社製　結晶性ポリエステル「バイロン（登録商標）」ＧＭ９１３（ジカルボン酸単
位：テレフタル酸単位６６モル％、イソフタル酸単位３４モル％、ジオール単位：１，４
－ブタンジオール単位８２モル％、ポリテトラメチレンエーテルグリコール単位：１８モ
ル％、融解ピーク温度：１２６℃、ガラス転移温度：－７０℃）
【０１１２】
＜（Ｂ）成分＞
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Ｂ－１：
日本ポリエチレン社製　低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）〔密度（ＪＩＳ　Ｋ７１１２）
（１９９９）：０．９１９ｇ／ｃｍ３、ＭＦＲ［１９０℃、２．１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ
７２１０）（２０１４）］：４ｇ／１０分〕
Ｂ－２：
日本ポリエチレン社製　低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）〔密度（ＪＩＳ　Ｋ７１１２）
（１９９９）：０．９２０ｇ／ｃｍ３、ＭＦＲ［１９０℃、２．１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ
７２１０）（２０１４）］：４ｇ／１０分〕
【０１１３】
＜（Ｃ）成分＞
Ｃ－１：
旭化成ケミカルズ社製　スチレン系熱可塑性エラストマー（スチレン－ブタジエン－スチ
レン水添ブロック共重合体）「タフテック（登録商標）Ｈ１２２１」〔１，２－結合量：
７８モル％、３，４－結合量：０、スチレン含有量：１２重量％、ＭＦＲ［２３０℃、２
．１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０）（２０１４）］：４．５ｇ／１０分、硬度ショアＡ
（ＪＩＳ　Ｋ６２５３）（１９９３）：４２、水素添加率：９９％以上〕
Ｃ－２：
クレイトンポリマー社製　スチレン系熱可塑性エラストマー（スチレン－ブタジエン－ス
チレン水添ブロック共重合体）「ＫＲＡＴＯＮ　Ｇ１６４５ＭＯ」〔１，２－結合量：７
０モル％、３，４－結合量：０、スチレン含有量：１３重量％、ＭＦＲ［２３０℃、２．
１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０）（２０１４）］：３．５ｇ／１０分、硬度ショアＡ（
ＪＩＳ　Ｋ６２５３）（１９９３）：３５、水素添加率：９８％以上〕
【０１１４】
ｃ－１（比較例用）：
旭化成ケミカルズ社製　スチレン系熱可塑性エラストマー（スチレン－ブタジエン－スチ
レン水添ブロック共重合体）「タフテック（登録商標）Ｈ１０４３」〔１，２－結合量：
３０モル％、３，４－結合量：０、スチレン含有量：６７重量％、ＭＦＲ［２３０℃、２
．１６ｋｇｆ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０）（２０１４）］：２ｇ／１０分、硬度ショアＤ（Ｊ
ＩＳ　Ｋ６２５３）（１９９３）：７２、水素添加率：９９％以上〕
【０１１５】
＜（Ｄ）成分＞
Ｄ－１：
ＪＳＲ社製　スチレン系熱可塑性エラストマー（スチレン－ブタジエン－スチレン水添ブ
ロック共重合体）のアミン変性物「ダイナロン（登録商標）４６６０Ｐ」〔スチレン含有
量：１０重量％、ＭＦＲ［２３０℃、２．１６ｋｇｆ（ＩＳＯ　１１３３）（２０１１）
］：１０ｇ／１０分、密度（ＩＳＯ　１１８３）（２０１２）：０．８９ｇ／ｃｍ３、ガ
ラス転移温度（ＩＳＯ　１１３５７－２）（２０１３）：－５６℃、硬度ショアＡ（ＩＳ
Ｏ　８６８）（２００３）：８３〕
【０１１６】
＜その他の成分＞
Ｅ－１：
スリップ剤（エルカ酸アミド）
【０１１７】
［実施例１～２、参考例３～６及び比較例１～５］
＜評価用フィルムの作製＞
　フィルム成形性と易開封性（イージーピール性）を確認するために、各原料成分を表－
１に示す配合割合で二軸押出機「ＴＥＸ３０」（株式会社日本製鋼社製）を用い、１６０
～２００℃で混練し、「２種２層テストラミネーター装置」（住友重機械モダン社製）を
使用して、ポリエステルフィルムに下記条件で押出ラミネート成形を行い、厚さ約２０μ
ｍのシーラントフィルムを成膜し、評価フィルムとした。
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成形温度：２８０℃
スクリュー回転数：１００ｒｐｍ
引き取り速度：５０ｍ／分
ポリエステルフィルム：東洋紡社製「東洋紡エステル（登録商標）フィルムＥ５１０２」
（厚さ１２μｍ）
ダイリップ幅：３７０ｍｍ
【０１１８】
＜押出ラミネート成膜安定性＞
　押出ラミネート成形によりフィルムを成形した際の成膜安定性を目視にて確認し、以下
の基準で評価した。結果を表－１に示す。
○：膜厚変動が生じず、かつ良好な延展性が維持されていた。
△：大きな膜厚変動が生じた。
×：フィルムに穴があき、フィルム形状を維持できなかった。
【０１１９】
＜押出ラミネート成形性＞
・ネックイン（ＮＩ）
　成形温度、スクリュー回転数、ダイリップ幅を固定とし、表－１中の括弧内の引き取り
速度で成形されたフィルムの幅をネックイン（ＮＩ）とした。ネックインの値が大きいほ
ど有効製品幅が広くなり、押出しフィルム成形性に優れることを示す。
・ドローダウン（ＤＤ）
　成形温度、スクリュー回転数、ダイリップ幅を固定とし、引き取り速度を上昇させた場
合に、成形フィルムが引き取りロールの成形性に追随できず、フィルムが破断し、フィル
ム成形が不可能となった場合の引き取り速度をドローダウン（ＤＤ）とした。ドローダウ
ンの値が大きいほど、高速での押出ラミネート成形性に優れることを示す。
【０１２０】
＜剥離強度（ヒートシール強度）＞
　評価用フィルム及び下記被着体を７０ｍｍ×１００ｍｍの大きさに切り出し、被着体の
上にシーラントフィルム側が接するように評価用フィルムを置いた。ヒートシーラー（佐
川製作所社製）を用いて以下の条件でヒートシールを行って、評価用フィルムの長さ方向
の中央部分を１０ｍｍの幅にヒートシールした。
　圧力：０．２ＭＰａ
　時間：１．０秒
　シールバー：１０ｍｍ
　温度：１３０℃、１４０℃、１５０℃、又は１６０℃
　被着体：三菱化学製「ノバクリアー（登録商標）ＳＧ００７」（Ａ－ＰＥＴシート　厚
み：０．３ｍｍ）
　その後、評価用フィルムのヒートシールされていない部分と被着体のヒートシールされ
ていない部分を互いに離反方向に引っ張って引き剥がすことによりヒートシール強度を測
定した。このヒートシール強度は４Ｎ／１５ｍｍ以上２５Ｎ／１５ｍｍ未満であることが
易開封性とシール強度との両立の面で好ましい。
【０１２１】
＜剥離外観＞
　上記の１６０℃でのヒートシール強度測定の際に、剥離外観の評価を目視にて行った。
その時、下記の基準で評価した。
○：剥離した際に、糸引きがなく、外観が良好である。
△：剥離した際に、シーラント層の一部が基材から剥がれきらず、糸引きがみられる。
×：剥離した際に、シーラント層の一部が基材から剥がれきらず、糸引きが多くみられる
【０１２２】
　上記の評価結果を表－１に示す。
【０１２３】
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【表１】

【０１２４】
＜評価結果＞
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　表－１に示すように、本発明の熱可塑性樹脂組成物に該当する実施例１～２と参考例３
～６では押出ラミネート成形性、剥離強度に優れることがわかる。特に、（Ｄ）成分に該
当する「Ｄ－１」を使用した実施例１及び２では更に剥離外観も良好であった。
【０１２５】
　一方、実施例１に対して「Ｃ－１」を使用せず、代わりに「ｃ－１」を使用した比較例
１ではネックイン（ＮＩ）の値が実施例１～２及び参考例３～６と比較して劣っていた。
また、実施例１に対して「Ａ－１」を使用せず、代わりに「ａ－１」を使用した比較例２
ではネックイン（ＮＩ）の値が実施例１～２及び参考例３～６と比較して劣っていた。更
に、本発明の熱可塑性樹脂組成物よりも（Ａ）成分を多く配合した比較例３ではネックイ
ン（ＮＩ）の値が実施例１～２及び参考例３～６よりも悪く、更には接着強度が強く、イ
ージーピール性にも劣っていた。更に、本発明の熱可塑性樹脂組成物よりも（Ｂ）成分を
多く使用した比較例４及び５では成形性が悪く、各種評価を実施することができなかった
。
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